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（目的） 

第 1条. この規程は、公益社団法人日本ビリヤード協会（以下、「本協会」という）

役員の、就任、退任、職務等に関する事項について定めたものである。

役員に関する事項は、法令、定款、その他の特別の定めがない限り、こ

の規程による。 

 

（役員定義） 

第 2条. この規程で役員とは、総会で選任された理事および監事のことをいう。

2. 理事のうち、理事長を代表理事、副理事長、専務理事および常務理事を

業務執行理事とする。 

3. 理事であって、従業員としての職務を兼務する者を使用人兼務役員とい

う。 

 

（適用範囲） 

第 3条. この規程は、原則として協会に勤務する常勤理事に適用する。ただし、

必要に応じて非常勤の役員にも準用することがある。 

 

（規程の遵守） 

第 4条. 役員は、その責務を誠実に履行するにあたり、この規程を遵守し、これ

をもって本協会の事業発展に努めなければならない。 

 

（役員の選任） 

第 5条. 役員の選任は、定款第 24 条に準拠する。 

 

（役員の条件） 

第 6条. 役員は、法定の要件を備え、かつ役員たる資質を持ち、その職責を全う

することのできる者でなければならない。 

役員の選任にあたっては、次の点を判断基準とする。 

  ①  役員の職務について法的および執行面に関し、正しく理解す

る力を具備していること。 

  ②  問題解決能力を具備していること。 

  ③  総合的観点から物事を判断できること。 

  ④  統率力を具備していること。 

 

（就任承諾書の提出） 

第 7条. 役員に選任された者が、就任を承諾したときは、すみやかに就任承諾書

を事務局に提出しなければならない。 
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（退任） 

第 8条. 役員は、任期満了、辞任、死亡、解任および資格喪失により退任する。

（辞任） 

第 9条. 理事役員は、いつでも辞任することができるものとする。ただし、辞任

しようとするときは、辞任理由の如何にかかわらず、原則として 3 ヵ月

前までに理事長に届け出なければならない。なお、辞任によって定款第

23 条 1 項に定める定数に足りなくなるときは、新役員の就任まで役員と

しての権利義務を有するものとする。 

 

（解任） 

第 10 条. 役員の解任は、定款第 28 条に準拠する。 

 

（退任後の処理） 

第 11 条. 役員を退任した者に対して、在任中の役位または功績等を勘案し、理事

会に諮り任期 2 年を限度として総裁、会長、相談役及び顧問を委嘱する

ことがある。 

 

（役員の責務） 

第 12 条. 役員は、自己の所管する業務を遂行し、併せて職員の指導、教育および

管理監督を行わなければならない。 

2. 役員は職務の遂行にあたり、次に掲げる事項に留意しなければならない。

  ① 役員としての職責を自覚し、責任をもって業務にあたるこ

と。 

  ② 本協会の方針に基づき、業務を計画的に処理すること。 

  ③ 自己の担当する業務に限らず、総合的観点から業務を処理

し、本協会業績の向上に努めること。 

 

（報酬の支給） 

第 13 条. この法人は、常勤理事の職務執行の対価として報酬を支給することがで

きる。非常勤役員には当該報酬を支給しない。 

2. 常勤理事の報酬は月額とする。 

3. 常勤理事の退職に当たっては、当該役員の任期に応じ退職手当を支給す

ることができる。 

 

（報酬等の額の決定） 

第 14 条. この法人の常勤理事の報酬月額は別表「常勤理事の報酬月額」のとおり

とし、 ？役員のうち各々の理事の別表「常勤理事の報酬月額」のうちか

ら、理事長が理事会の承認を得て、決めるものとする。 

2. 退職金は、役員として円満に勤務し、かつ辞任又は死亡により退任した
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者に支給するものとし、死亡により退任した者については、その遺族に

支払うものとする。 

 

（報酬の支給日） 

第 15 条. 常勤理事の報酬は、月額をもって毎月一定の定まった日に支払うものと

する。 

 

（報酬等の支給方法） 

第 16 条. 報酬等は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名

義の金融機関口座に振り込むことができる。 

2. 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額及び本人から申出

のあった立替金、積立金等を控除して支給する。 

 

（通勤費） 

第 17 条. 役員には、その通勤の実態に応じ、通勤費を支給する。 

 

（費用） 

第 18 条. この法人は本協会は、常勤及び非常勤の役員がその職務の執行に当たっ

て負担し発生した費用を負担するものとし、する。 

又は負担した一時立て替えた費用については、これを請求のあった日か

ら遅滞無く支払うものとし、また、前払いを要するものについては前も

って支払うものとする。 

2. 役員が一時立て替えた費用については、これを請求のあった日から遅滞

無く支払うものとし、また、前払いを要するものについては前もって支

払うものとする。 

 

 

（公表） 

第 19 条. この法人は、この規程をもって、公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律第 20 条第１項に定める報酬等の支給の基準として公表

するものとする。 

 

（改廃） 

第 20 条. 本規程の改廃は、総会の決議により行う。 

 

（補則その他） 

第 21 条. この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、別

に定めるものとする。 

この規程の実施に関し必要な事項は、理事会の承認を得て別に定める。
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附 則 

この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106 条

第 1項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

以上
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＜ 別 表 ＞ 

常勤理事の報酬月額 

役位職位 金額 

理事長 1,000,000 円以下

副理事長 700,000 円以下

専務理事 500,000 円以下

常務理事 400,000 円以下

理事 300,000 円以下

 

 以上
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第2版 2018年*月*日
第14条（報酬等の額の決定）、第18条（費用）、第21条（その他）をわかりやす
い表現に変更。  ほか、一部語句を訂正。
規程関連書式統一。 最終ページに改定履歴を表示。

改　定　履　歴

版 発効日 改定内容

 


